
健康福祉委員会資料

（病院局関係）

１ 令和元年度第３回定例会提出予定議案の説明

  （７）議案第 ７５号 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する

法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

の制定について

資料１ 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の概要 

資料２ 川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例新旧

対照表 

病院局

令和元年６月５日



１．地方公務員法及び地方自治法の一部改正の内容 

（１）目的  
地方公共団体における行政需要の多様化等に対応し、公務の能率的か

つ適正な運営を推進するため、地方公務員の臨時・非常勤職員（一般職・

特別職・臨時的任用の３類型）について、特別職の任用及び臨時的任用の
適正を確保し、並びに一般職の非常勤職員である会計年度任用職員の任
用等に関する制度の明確化を図るとともに、会計年度任用職員に対する
給付について規定を整備する。

（２）地方公務員法の一部改正【適正な任用等を確保】 
ア 特別職の任用及び臨時的任用の厳格化  

① 通常の事務職員等であっても、「特別職」（臨時又は非常勤の顧問、

参与、調査員、嘱託員等）として任用され、その結果、一般職であれ

ば課される守秘義務などの服務規律等が課されない者が存在してい

ることから、法律上、特別職の範囲を、制度が本来想定する「専門的
な知識経験等に基づき、助言、調査等を行う者」に厳格化する。

② 「臨時的任用」は、本来、緊急の場合等に、選考等の能力実証を行わ
ずに職員を任用する例外的な制度であるが、こうした趣旨に沿わない

運用が見られることから、その対象を、国と同様に「常勤職員に欠員
を生じた場合」に厳格化する。

イ 一般職の非常勤職員の任用等に関する制度の明確化  

法律上、一般職の非常勤職員の任用等に関する制度が不明確であるこ

とから、一般職の非常勤職員である「会計年度任用職員」に関する規定
を設け、その採用方法や任期等を明確化する。

（３）地方自治法の一部改正【会計年度任用職員に対する給付を規定】 
会計年度任用職員について、期末手当の支給が可能となるよう、給付に
関する規定を整備する。

（４）施行期日  
令和２年４月１日

２．法改正に伴う制度移行のイメージ 
＜移行前＞ ＜移行後＞

特別職非常勤嘱託員
特別職非常勤嘱託員

会計年度任用職員

臨 時 的 任 用 職 員
改正後の臨時的任用職員

３．会計年度任用職員とは 

（１）会計年度任用職員とは、一会計年度を超えない範囲内で置かれる非
常勤の職を占める一般職の非常勤の職員をいう。

（２）勤務時間に応じて次のとおり区分される。

ア フルタイム会計年度任用職員  

１週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職

員の１週間当たりの通常の勤務時間と同一の時間であるもの
イ パートタイム会計年度任用職員  

１週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職

員の１週間当たりの通常の勤務時間に比し短い時間であるもの

４．改正後の臨時的任用職員とは 

（１）臨時的任用職員とは、常時勤務を要する職に欠員を生じた場合にお
いて、臨時に任用される一般職の常勤の職員をいう。

（２）勤務時間について常勤職員と同じフルタイムで任用され、常勤職員
が行うべき業務に従事するとともに、給料、旅費及び手当が支給され
ることとなる。

（３）給料等の水準については、常勤職員の給料と同様に、新地方公務員
法第２４条に規定する職務給の原則等の趣旨を踏まえ、職務の内容と
責任に応じて適切に決定することが必要となる。
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「常勤職員に欠員を生
じた場合」に厳格化

「専門的な知識経験等に基づき、
助言、調査等を行う者」に厳格化

それぞれの要件を 
満たさないもの
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川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 新旧対照表 

改正後 改正前 

○川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 ○川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

昭和32年11月20日条例第32号 昭和32年11月20日条例第32号

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第38条第４項

の規定に基づき、川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準を定めること

を目的とする。 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第38条第４項

の規定に基づき、川崎市公営企業職員（以下「職員」という。）の給与の

種類及び基準を定めることを目的とする。 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 川崎市公営企業職員のうち常時勤務を要する職員及び地方公務員法

（昭和25年法律第261号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占

める職員（以下「短時間勤務職員」という。）（以下これらの者を「職員」

という。）の給与は、給料及び手当とする。 

第２条 職員のうち常時勤務を要する職員及び地方公務員法（昭和25年法律

第261号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下

「短時間勤務職員」という。）の給与は、給料及び手当とする。 

２ 手当の種類は、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤

手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜

間勤務手当、宿日直手当、管理職手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、

勤勉手当、特定任期付職員業績手当及び任期付研究員業績手当とする。 

２ 手当の種類は、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤

手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜

間勤務手当、宿日直手当、管理職手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、

勤勉手当、特定任期付職員業績手当及び任期付研究員業績手当とする。 

（非常勤職員の給与） （臨時職員等の給与）

第15条 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以

下「会計年度任用職員」という。）の給与は、給料及び手当とする。 

２ 前項に規定する手当の種類は、初任給調整手当、地域手当、通勤手当、

特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手

当及び期末手当とする。 

３ 第３条、第３条の２、第４条の２、第４条の４、第５条から第９条まで、

第１０条、第１２条及び第１４条の４の規定は、会計年度任用職員につい

て準用する。この場合において、第１２条第２項中「小学校就学の始期」

とあるのは「３歳」と、「２時間を超えない範囲内」とあるのは「当該職

員について１日につき定められた勤務時間から５時間45分を減じた時間を

（新設） 

（新設） 

（新設） 
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改正後 改正前 

超えない範囲内」と、第１４条の４中「期末手当及び勤勉手当」とあるの

は「期末手当」と読み替えるものとする。 

４ 非常勤職員（短時間勤務職員及び会計年度任用職員を除く。）の給与に

ついては、職員及び会計年度任用職員との権衡を考慮して支給する。 

臨時職員及び非常勤職員（短時間勤務職員を除く。）の給与については、

常勤の職員及び短時間勤務職員との権衡を考慮して支給する。 

（支給額及び支給方法） （支給額及び支給方法） 

第16条 川崎市公営企業職員の給与の額及び支給方法は、川崎市職員の給与

に関する条例（昭和32年川崎市条例第29号）、任期付職員条例、任期付研

究員条例及び川崎市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年川

崎市条例第 号）に規定する職員の給与並びに企業の特殊性と実態を考慮

して管理者が定める。 

第16条 職員の給与の額及び支給方法は、川崎市職員の給与に関する条例（昭

和32年川崎市条例第29号）、任期付職員条例及び任期付研究員条例に規定

する職員の給与並びに企業の特殊性と実態を考慮して管理者が定める。 
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